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1

資料№5-3 別冊№２
「市民アンケート」における
調査対象年齢未満の市民の意
見について

・「市民アンケート」の対象年齢が満18歳以上となってお
り、18歳未満の市民の考えは反映されていない。しかし「上
越市子どもの権利に関する条例（平成20条例4号）では子ど
も（18歳未満の者）の意見表明権及びその尊重（第3条、第5
条、第6条）が明記されていることから、「市民アンケー
ト」以外の方法・機会によって子どもの意見を把握し、活か
す必要があると考える。（18歳未満の意見が把握され、若者
の考え方の変化が明らかになれば、高校生から20代にかけて
の若者の地域活動や市民活動への参加について、必要な施策
が見えてくるのではないだろうか。）

・この度の後期基本計画では、施策に関する部分の改定となりますので、
当該計画策定に合わせた「グループインタビュー」や、若者関係の施策を
実施する担当課（総合政策課）の取組の中で、市内の高校生で実際に活動
に取り組んでいる皆さん等から意見をお聞きする予定としております。
・また、個別分野に係る18歳未満の子どもたちの声については、総合計画
に基づく個別計画（こども計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略）の策
定に当たり、各計画のテーマに応じて近年アンケート等を実施しており、
それらを含めた各施策の評価検証の中で反映できているものと考えていま
す。

小林委員

2

資料№5-1
「第7次総合計画後期基本計
画の策定について」P4

・社会や経済、制度などの大きな変化に対応できる施策や施
策の柱の内容・表現に配慮する必要がある。
例えば、教育分野では、今年度中に学習指導要領の改訂が行
われ、小学校では令和12年度に完全実施となる。中央教育審
議会の審議内容からは、現在の施策や施策の柱では対応しき
れないことが予想される。
また、第7次総合計画が策定され、その内容と整合を図りな
がら第3次総合教育プランが策定されたが、その後、児童生
徒の安全に関わる事故が続いた。残念ながら、学校安全に関
わる内容が総合計画にも教育プランにも直接位置づけられて
おらず、内容の不備を感じた。さらに、施策の柱には「ＩＣ
Ｔ」の記述はあるものの、急速に浸透しつつある「ＡＩ」に
ついてはふれられていないなど、教育環境の変化には対応で
きていない面がある。

・AIやICTの急激な進化などの社会経済環境の変化への対応は大変重要であ
ると認識しており、後期基本計画の各施策や施策の柱に基づく取組として
位置付け、対応を図っていきたいと考えております。
・この度の総合計画の改定に当たっては、総合教育プランなどの個別計画
についても整合を図りながら進めてまいります。

小林委員

3 別冊№１

人口減少は、上越市にも暗い陰を落としている。少子化はな
んとしてでも防がなければならない。基本目標別施策の中に
「出生率をあげる体制づくり」を設け、取り組む必要がある
のではないか。

・出生率の向上など、少子化対策は、結婚・出産・子育てへの支援を始
め、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画の推進など、各分野の様々
な施策を相互に関連付けながら総合的に推進していくことが重要と考えま
すので、総合計画においては、一つの「施策」として位置付けるのではな
く、関連する各種施策の中で必要な取組をしっかりと位置付けていきたい
と考えて考えております。
（参考：人口減少の緩和と人口減少社会においても持続可能なまちの形成
を図るために設けている「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中では、
数値目標の一つとして合計特殊出生率を設定しております。）

岩井委員

4
別冊№２
　P36 P38　P42　P64

・問３（2）「上越市に住み続ける意向」は20代以下が最も
低くなっている。また問４「地域活動や市民活動への参加」
も20代以下が最も低い。
　しかし、20代以下は、「上越市に愛着がある」が上位3番
目、「暮らしやすい」が1番目、「美しい街並みや景観が
整っている」が1番目、「働く場が整っている」が1番目と
なっている。このギャップの理由を把握することは、若年層
の流失の要因をつかむ上で必要なことだが、アンケートだけ
からは読み取れない。
　このように、市民の考え、意向については、インタビュー
や意見交換など、多様な方法を組み合わせて情報収集・分析
する必要がある。

・この度の計画改定に当たっては、市民の皆さんの考えや意向を把握する
ため、市民の声アンケートのほか、まちづくり市民意見交換会やグループ
インタビューを実施するとともに、まちの活性化等に取り組んでいる団
体・事業者との意見交換の場を設けるなど、多種多様なアプローチによる
把握に努めているところであります。

小林委員
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